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序章　国家間の医師の相互受け入れ制度の構築
グローバル化となりつつある現代においては、職業の資格についての相互承認は一段と重
要となる。弁護士の職業については、各国の法律が異なっても、相互承認することは、段々
普及となる。日本の「外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法」1 は、その
一例である。この法律により、日本で弁護士の事務をする者は「外国法事務弁護士」という。
この資格を取得するため、まず、外国弁護士となる資格を有し、かつ、その資格を取得した
後三年以上資格取得国において外国弁護士として職務を行なった経験を有すること（同措置
法第 10 条第 1 項）。そして、法務大臣に申請すること。法務大臣はそれを承認する前にあら
かじめ日本弁護士連合会の意見を聴かなければならないこと（同措置法第 7 条第 10 条第 4 項）
とされている。
この場合には弁護士試験ということはない。もとより、弁護士という仕事は、法律と関わ
るものであり、法律は国によって異なっているので、この国の法律を精通させるためには試
験を行なわなければならないではないか。しかし、外国法事務弁護士の職務範囲を制限して
（同措置法第 3 条ないし第 6 条）、試験による審査手続きを経ずして、一定の法律事務に従事
させるのである。
思うに、医師の場合には、その仕事は人体の病の治療である。人体の構造は国籍による差
がなければ、人種による差異もない。黒人、白人及び黄色人種は、その人体構造においては
全て同じである。従って、外国人医師の試験の必要性はないではないかとも考えられる。も
し、試験を行なうならば、試験はその医師の医学的能力の確認ではなく、せいぜい、患者と
の意思の疎通能力の確認であろう。そうだとすれば、国別による試験の免除、または、医科
大学別による試験の免除も考えられるのである。
現今、世界に多くの国が外国医学校卒業生の医師に対して、自国で医業を行なうときに課
する試験は、自国の国民の健康を守るという意味合いはあるかも知れないが、主に、自国の
医師の職業上の不利益を防ぐためではないだろうか。しかし、日本としては、自国の医師の
利益を擁護するための方法は他にもいろいろあるので、もっと良い方策を講じるべきであろ
う。
第 1章　アメリカ医師免許制度の歩み
医師免許制度の創設は、国家が「公共の福祉のため」という崇高な公明正大の意図に由来
するではないようである。東西を問わず、古代には医者という職業は誰でもそれを行ないた
いならば、任意にそれを行なうことができる。確かに、医業を行なっていた人の中に収益の
ためでなく、慈善事業として医業を行なう人も大分あるようであった。昔の中国や日本はま
さにそうであった。アメリカでも例外ではなかった。　
一．同毒療法、折衷療法と正規医学との競争
アメリカにおいては、少なくとも南北戦争（1861 〜 1865）までは、医業（medical profession）
に参入するのは自由である。医業は免許制 2 ではなかった。誰でも医者（physician）として、
医業をやる気持ちがあれば、それをすることができる。市場の需給状況（the exigencies of 
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market）のみは、当人が成功するか失敗するかを決めるのである 3。
当時、医学校（medical school）は、沢山あり、そして殆どは私有、私営であり、医学校へ
入学するのは非常に簡単である。医業に入るのは自由であり、医学教育も費用は安く、容易
に入学できるので、多くの人は医業に従事するのである。
1860 年の国勢調査資料（census data）によれば、当時、アメリカの医師は 55,000 人あり、
すなわち、100,000 人の人口に 175 名の医師である。医師の人口比を言えば当時のアメリカは
世界最高の医師人口比率の国であった 4。当時のアメリカの医者間の競争の原因は、医師の急
激な増加に由来するだけでなく、それらの標準医学治療法（standard medical therapeutics）
に反対する非正統理論（heterodox theories）の成長もその一因である 5。
非正統理論の二つの宗派—折衷療法（eclecticism）及び同毒療法（homeopathy）は、成功
に正規医学（regular medicine）と競争し、そしてそれらの努力は 1830 年〜 1850 年の間に医
師免許法（medical licensing laws）の廃止の大きな要因である 6。
折衷療法の主要の理論家は Samuel Thomson であった 7。彼は一つのもっぱら薬草療法
（botanical remedies）、蒸しぶろ及び静養に依拠する医療方法（a system of medicine）を開
発し、1813 年に特許を得た。彼は、大胆医療（heroic medicine）の治療法を完全に拒否し、
放血、水ぶくれ及び鉱物性毒物の投与は、死の道具（instruments of death）だと批判した。
彼は病人及びやまいのケア方法に多くの良識を注入した。もっとも重要なのは彼は正規治療
（regular therapy）に一つの選択肢を提供した。彼の方法は簡単に理解され、最終的に広くア
メリカ大衆に利用されていた 8。
正統医学（orthodox medicine）にとってより大きな脅威は Samuel Hahnemann 9 によって
考案された同毒療法（homeopathy）である。
1870 年代まで、少量の治療薬と自然の治癒力を強調する同毒療法及び植物性薬品とハーブ
の治癒作用を頼りにする折衷療法は、実質上、正規医学の治療法を変えた。金属を含む薬の
大量投与と放血に依存する医療法を減少し、沢山の植物性薬品をその薬剤（materia medica）
に加えた。この二つの宗派は自己を競争的な医療体系としてしっかり築き上げた。
同毒療法はアメリカ東部の都市地帯に特に流行っていた。そして折衷療法は中西部と南部
に集中していた。
1870 年に、62,000 人の開業医の中に、同毒療法及び折衷療法の医者は、約 8,000 人と推定
され、その中に同毒療法の医者は 3 分の 2 を占めた。
1880 年の医学校とその卒業生に関する American Medical Association の統計は、その年に
100 の医学校は営業している。そなかに、14 校は同毒療法医学を教えていて新人医者の 12％
を卒業させた。そして 9 校は折衷療法を教えていて、6％近くの卒業生を送り出した 10。
正統医学の医者にとっては、同毒療法及び折衷療法の宗派は医療においては重要な競争勢
力であった。この宗派はまったくのいんちきだという正規医学雑誌や医師会の絶え間なくの
批判にもかかわらず、それらは続けて大衆に支持されていた。一般大衆はつづけて非正統医
者に治療費を注いでいた。このような治療費は、もし非正統医者が存在していなければ、正
規医者のポケットに入るべきであろうと彼らが考えた。このように、医業に参入するには規
制がなく、競り合っている医学校は多くの医学生を卒業させようとの意欲を持ち、そして非
正統医学（heterodox medicine）は、患者の金を取ろうと争っていた 1870 年代のこの職業の
経済状況のさなかに正規医者（regular physicians）は、段々、効率的に団結するのは必要だ
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と感じた。彼らの目標は、医者の数及び資格を規制する手段として、政府の協力を手に入れ
ることである 11。
二．アメリカ医師会の役割とその努力　　
正規医者そして、その有力なかつ弛みない代弁者であるアメリカ医師会（the American 
Medical Association）12 のねらいは、三つあり、1．それぞれの州に医師免許法を制定させ、
それをもってこの職業の参入を制限する。それによって自由競争下よりも医者のより安定的
な経済条件を確保する。2．営利を目的とする医学専門学校（the proprietary medical school）
を撤廃する。その代わりに、より少ない数、より長い修業期間、少数の精選した学生を必要
条件とし、医学に緻密な、完全な訓練を提供する非営利的な学問機構に取り替えること。3．
非正統医学宗派を、医師業のなかの歓迎されない、競争的な勢力として排斥すること 13。これ
ら三つの目標は、20 世紀に初頭に、第一目標は達成され、ほかの二つも基礎を築かれた。
医学水準の向上に関する委員会の最初の会合に次のように報告した、「全国に渡る医科大学
の膨大な数及びその学位取得の容易さはこの職業にもっとも致命的な影響を尽くした 14」。こ
の状況を改善するため、医科大学に入学する前に最小限の予備教育を医科大学の入学許可の
必須条件とし、医科大学を卒業するための勉学期間を延長するのである。それは、卒業証書
を発給する前に病院での義務的な臨床教育及び医者の免許授与過程中の実習（professional 
participation）を含む。
教育問題は非常に重要なことだと AMA が考えた。そのためその最初の行動の一つは、医
学教育に関する委員会（the Committee on Medical Education15）の設立であった。この委員
会は医学教育課程（medical training）における調査及び改善の勧告に広汎の権限を持つ。し
かし、政府の助力がなければアメリカ医師会は、その目標を達成することはできないのは明
らかである 16。
1847 年の全国医学総会（the National Medical Convention）の報告によれば、当時アメ
リカ合衆国の人口は 2000 万であり、正規医者は 4 万人いるので、平均 500 人に一人の医者
である。もし、それに数多くの非正規医者を加えたら、患者の数の比率はもっと減少する
のである。Dr. Stanford Chaille−Louisiana 大学の生理学と解剖学の教授−は、医業に従事
するための厳しい教育必須要件を支持する。教育必須要件が高くなれば、医者数は少なくな
り、それで医者の収入は大きくなる。そしてこれを達成するためには厳しい立法（restrictive 
legislation）は必要だと彼は考えた 17。
前述したように、1830 年−1850 年の間に折衷療法と同毒療法の両宗派の努力により、殖民
地時代や建国初期に残っていた医師免許法は、廃止された。
結局、医学教育水準の向上の解決策は、主に営利を目的とし、したがって互いに競争して
いる医学校にアピールするのではなく、立法の介入によるべき、そしてそれぞれの州の医師
免許法の再導入であるとの結論となった。
AMA の 1867 年の Cincinnati の会議において次の決議を是認した。それぞれの州の医者
は自己の全影響力を使って、医業に従事しようとする全ての人は州の医師試験委員会（State 
Board of Medical Examiners）18 の試験を受けるべきという法律の制定を促進しよう。さらに、
州の医師試験委員会は、州医師会（the State Medical Society）のメンバーで、ただし、大学
の教授会のメンバーではない人から選び出されるべであると助言した。
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したがって、医師試験委員会を医業に入る唯一の入り口として樹立し、それを通じてアメ
リカの医師の製造（the production of medical doctors）を制限する。この目標の達成にそれ
ぞれの州の立法機関の助力を求めるキャンペーンを始めた。
アラバマ州の医師会の成し遂げたことは、よく組織された州の医師会がその政治的目標を
達成するのは如何に効果的であろうかを立証した。そこで、4 年の間に全国の一番有力な医師
会を作り上げ、医療行為の規制をアラバマ州の組織化された医師の完全な統制下に置かれた。
医師は組織化された後、多くの医者は州の両議院の議員となった。それでアラバマ州医師会
は、州政府の、医療行為を規制し大衆健康職務を処理する権限を持つ一つの部門となる法律
を通過させた。
アラバマ州政府からアラバマ州の医者に権限を付与したことは、ほかの州そして全国レベ
ルの医師会の代表に刺激を与え、ほかの州は早くもそれを範例とする法律の制定を取り組ん
だ 19。当時、ある歴史家はそのことについて、次のように「AMA の上層部はその組織的な
拡大の戦略を考案したとき、アラバマ州医師会の範例からその自信と希望を引き出した」と
評した。AMA は、州の医師会の医療立法（medical legislation）の形成と制定及びその実行
を担う政府機関の強化に関する活動を援助するのは意欲的である。これはとくに、1880 年〜
1900 年の間に組織化された医療界（organized medicine）の主な注意を集めた「州の医師免
許法」については本当の事実である。
1877 年のアラバマ州の医療行為法（medical practice act）の通過前にさえ、カリフォニア
州とテキサス州は 1876 年に州試験委員会を創り、開業しようとする新人医者の資格証書（the 
credentials）を与え、免許書を発給する。テキサス州法は、申請者の全員に試験を義務化に
した。しかし、カリフォニア州の医療行為法（medical practice act）は、より早い時期の立
法の典型的なタイプで、法的に認可された医学校の卒業証書を所持しない者だけに試験を必
要とした。テキサス州法の規定は、有効にこの州に入る新人医者の数を制限した。地方裁判
所は、3 名の著名な医者からなる試験委員会を指名する権限を与えられた。この委員会は今ま
でこの州に医業を行なったことのない全ての医師申請者に試験を実施する。試験委員会は治
療学（therapeutics）の分野についての試験は禁止されている。その理由はテキサス州憲法は、
法律は開業医の資格条件を定めることができるが、法律により如何なる医学宗派（any school 
of medicine）にも優遇を与えてはならないと規定しているからである 20。当該法律の規定は
非正統医学宗派（heterodox schools of medicine）の保護となったため、正規医者はこのテキ
サス法が弱い法律と思って、結局、ある地区には同毒療法の医者は委員会の委員として任命
されたとき、正規医者は彼らと一緒に務めたくないため、この法律は不用となった。
非正規宗派のメンバーとの協力は正規医者にとっては非常に重要な問題であり、彼らは
AMA の倫理規約により如何なる職業の立場からも非正統医者とのかかわることを禁止されて
いるのである。確かに組織化された医者の究極の目標はこれらの宗派を完全に除去すること
である。しかし、正規医者の努力にもかかわらず、もし州の立法機関に何か厳しい医師免許
法の制定を説得するならば、一時的にもこれらの宗派と妥協しなければならない。
1889 年、Sir William Osler は、全ての医者、正規、折衷療法、同毒療法の医者は法の前に
平等である。われわれは大衆を保護する立法を期待するならば、われわれは一緒にそれを求
めるべきであり、個別にはできないのであると述べた。それに対して JAMA は反対の意見を
持っていた。
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しかし、全国的な医師会の厳しい態度にもかかわらず、州の医師会は自ら妥協して、同
毒療法派及び折衷療法派と協力し、医師免許委員会の設立を支持するのは賢明であると考え
た。そこで、非正規医者（irregulars）も少数派として代表された。もしある医学派は医師免
許委員会に代表されることが不可能ならば、複数の委員会を作り、同毒療法及び折衷療法の
医者も自己の開業医に免許を発給するような委員会を作ることができる。したがって、1876
年のカリフォニア医療行為法は 1878 年に改正され、その州の同毒療法医師会（Homeopathic 
Society）及び折衷療法医師会（Eclectic Medical Society）に自己の試験委員会を任命し、試
験を行ない、医師免許を発給するを認めたとき、正規開業医はしばらくこの変化を黙認しな
ければならないと強いられた。12 の州と D.C. は前後に同毒療法試験委員会を創設し、そして、
D.C. のほかに 8 の州は折衷療法試験委員会を創設した。
1929 年に 5 の同毒療法委員会及び 1 の折衷療法委員会はなお存在していた。この 6 の委員
会は例外的に長生きでした。1950 年代までにアーカンソー州の同毒療法委員会及び折衷療法
委員会、デラウェア州の同毒療法委員会及びメリーランド州の同毒療法委員会はまだ残存し
た。そして、コネチカット州及びルイジアナ州の同毒療法委員会は今もまだ存在している 21。
試験委員会を設立する立法の陳情運動を成功しない州の医者は医師登録法に甘んじるし
かない。1890 年までに 28 の州及び領地はこのような法律を制定した。これらの法律はたび
たび医者にその開業しようとする郡（county）の医師会または政府機関に登録するように
要求し、医者は医学校を卒業する証拠を提出することとする。査証された卒業証書（viseed 
diploma）はその州で医業を行なう免許となる。このような立法の主な目的は、巡回医者
（itinerant physicians）及び旅非正規医者（traveling irregulars）と地域に定着した医者（the 
established practitioner）との競争を排除し、そして、定住医者（settled physicians）は最低
限の正式的な訓練を持つことを保証するためである。しかし、これらの法律、とくに 1884 年
前に通過されたものは、拘束力をもって施行されることは少ない。したがってそれらの制限
は簡単に回避されることとなった 22, 23。
前述したように、アメリカの各州には、様々な方式の試験が行なわれている。面接
（interview）から相当厳格な口頭、筆記そして実地試験と患者直面観察（observation of 
clinical encounters）までがある。各州はそれぞれの試験基準があり、州と州との間に互いに
承認するのも稀である。
三．全国的な医師免許試験の始め
全国的な試験制度の提案は 1902 年にはじめて現れてきた。1915 年に全国医師試験委員会
（The National Board of Medical Examiners 略称 NBME）が創設され、1916 年に一回目の全
国試験を行なった。この任意的な全国試験は 1960 年代まで州の試験と同時に存在していた。
一回目の NBME の全国試験は長い一週間の壮大なショーであった。小論文、実験室、口頭、
実技及び病人の枕元との混合編成である。1922 年に NBME 試験のプログラムは再編成され
た。新方式の試験内容の第一部分は論述式の基礎生物化学であり、第二部分は論述式の基礎
臨床医学であり、最後の第三部分は患者直面観察（observed patient encounters）及び口頭
試験を含む。このような方式は 1950 年代まで続いていた。NBME は、計量心理科学の出現と
遭遇したとき、論述問題を新しく開発された選択肢問題に変えた。このような試験の得点は
古い論述式試験よりもずっと高く、論述式試験がもたらした点数の偏りも除去された。最後
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の第三部分の臨床試験の信憑性及び妥当性は NBME の基準に達していないため観察臨床試験
（the observed clinical examination）は 1964 年に除外された。確かに、受験者の数の増加と
伴ってきた高いコスト及び手配の難しさもその除去の一要因である。医師試験の最後部分の
臨床試験はいろいろな方法で試されたが受け入れられるような信憑性及び妥当性が得られな
いため、最終的には試験から降ろされた。1980 年代後半まで、全ての NBME の試験は選択肢
式であった。しかし患者直面観察試験の必要性が高まり、NBME は長い期間の研究をかけて、
1999 年に Primum 方式はアメリカ全国医師免許試験に導入された。1960 年代後半から 1994
年まで NBME の認定試験は FLEX（Federation Licensing Examination）24 とは、平行の免
許試験制度として存在し、そして州の開発した試験（the state-developed examinations）は、
消えてしまった 25。
四．現行アメリカ医師免許試験制度
1990 年代初期、医師免許単一試験方式の開発成果は結果としては USMLE（アメリカ医師
免許試験）の導入である。全ての人はアメリカで正規療法（allopathic）の医療行為に従事す
るにはアメリカ医師免許試験を受けなければならない。そして全てのアメリカの医師免許発
給機関は「アメリカ医師免許試験」の成績及び合否決定を認める。この試験のプログラムは
NBME と FSMB（the Federation of State Medical Boards）によって合同に開発されたもの
である。
この試験は第 1 段階（ステップ 1）、第 2 段階（ステップ 2）及び第 3 段階（ステップ 3）の
三つの部分からなる。
第 1 段階：受験者は医療行為の基本である科学の重要概念、特に根本的な健康、病気及び治
療方法の原理と仕組み（mechanism）を強調するもの、に対する理解と応用を評価する。
この試験は一般に基礎医学における正規の訓練の完成に関するもの。それは大部分のアメ
リカ医学部の学生の 2 年目の終わるところの訓練である。
第 2 段階：受験生は医学知識を応用できるか及び指導医師の指導下で患者のケアの提供に重
要な臨床科学を理解するか、すなわち、受験生は新米実習医（resident）の責任を負う用
意があるか否か、の評価である。第 2 段階は一般に臨床科学の訓練の終わるところであり、
大部分のアメリカ医学生にとっては医学部の 4 年生のときである。
第 3 段階：最後の段階であり、受験生は医学知識を応用できるか、そして助言なしの医療行
為のために、重要である生物化学及び臨床科学を理解するか、の評価である。第 3 段階は、
一般医療を行なうときの独立した責任を負う用意が整っているかの最後の評価である。そ
れは典型的には受験生がある程度の卒業後訓練または経験を得た後に行なう。大部分のア
メリカの医学部の卒業生は卒業後の 2 年以内に第 3 段階の試験を受ける。
1999 年までは全ての 3 段階は 2 日間の筆記試験（paper-and-pencil tests）であり、年に 2
回を行なう。なお、1999 年にコンピューター式試験が導入され、筆記試験は消えた。
今、第 1 段階の試験は一日で 350 項目の試験問題であり、世界中の Thomson Prometric-
TM centers で行なわれている。第 2 段階の試験は同じく一日で Thomson Prometric-TM 
centers で行なわれ、内容は 400 の項目を含む試験問題である。第 3 段階は二日間の試験であ
る。一日半の選択肢問題、500 項目あり及び、半日の（9 の症例）コンピューターベースの症
例のシミュレーション（computer-based case simulations）の試験である。
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アメリカ医師免許試験における医療決定技能の評価（Assessment of Medical Decision-
Making Skills in USMLE）は長い間重要なことと見なされている。現行のアメリカ医師免
許試験においては、二つの主要な方法が使用されている。すなわち、患者ベースの選択肢問
題（MCQs）及びコンピューターベースの症例のシミュレーション（computer-based case 
simulations）略称（CCS）である。
患者ベースの MCQs は、1992 年にアメリカ医師免許試験の導入してから全 3 段階に現れて
いる。
第 1 段階には、患者のケア状況に関する短い記述をし、次に受験生は自分の基礎的生物化
学の理解を駆使し患者への所見を説明または予測する質問である。第 1 段階の約 60％の時間
はこの方式の問題である。
第 2 段階においては、事実上全ての項目は臨床状況の記述から始まる。これは第 1 段階の
患者の記述よりももっと長いがそんなに典型的なものではない。受験者は偶発的所見から重
要な所見を区別し、そして臨床的決定を示す。
第 3 段階には、試験項目に医師患者の直面（physician-patient encounter）する、の確固と
した記述をも提供する。項目の中にたびたびいわゆる症例群（case clusters）方式のものが出
題された。そこには、一連の MCQs は、開いていない臨床状況の様々な側面を用意されてい
る。受験者にとっては、問題の重点は患者の処置であり、ほとんどは救急の設定である。全 3
段階にわたって MCQs は診察決定技能を評価するものとしては患者シミュレーションの忠実
度の低い方式だと認められた。しかし、将来これらは忠実度の高いものとなるだろう。
全 3 段階はコンピューターベース試験方法の利点を取り入れ、マルチメディアを項目の根
幹と結合して、患者の実演（presentation）を豊かにする。1999 年にアメリカ医師免許試験の
第 3 段階における PrimumCCS の導入は 10 年以上も経過した医師免許試験の方式についての
最初の大変化である。CCS においては、受験者はある患者の主訴及び簡単の病歴についての
簡潔な叙述を提示されている。第 3 段階の合否判定は MCQs と CCS との混合点数によるので
ある 26。
五．アメリカ医師免許試験における臨床技能評価の再導入
1960 年代の初頭に臨床技能評価（Assessment of Clinical Skills）である病床口頭試験
（bedside oral exams） は終止した。しかし爾来、医師免許発給過程に患者との臨床技能
（clinical skills with patients）の評価を含める意欲はずっと強かったため、そのときから代
替的方法の研究はずっと続けている。1999 年、アメリカ医師免許試験の母体である全国医
師試験委員会（NBME）及び州医師会連盟（FSMB）は、もし臨床技能試験（clinical skills 
examination）略称 CSE の信頼性、有効性及び実行可能性が示された場合、それをアメリカ
医師免許試験に追加することに賛成すると表明した。この計画は 2002 年から 2003 年にアメ
リカ医師免許試験の臨床技能試験（CSE）の最終実地実験（final field testing）を行ない、
2004 年または 2005 年に実施するよう、と呼びかけている。この計画されている臨床技能試
験の設計は外国医学卒業生教育委員会（the Educational Commission for Foreign Medical 
Graduates）略称（ECFMG）が開発した臨床技能評価（Clinical Skills Assessment）略称
CSA とは非常に似ている。提案されたアメリカ医師免許試験の CSE は一連の 10 から 12 ま
での 25 分間の詰所（stations）からなる 27。それぞれ一人の標準患者（standardized patient）
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略称 SP を含める 28。
前述したように、臨床技能試験（clinical skills examination）略称 CSE は、2004 年または
2005 年に実施するよう、と呼びかけられていたが、実際、アメリカ医師免許試験の第 2 段階
の一部である CS は、2004 年に再度導入された。今は、第 2 段階の試験は CK 及び CS の二つ
の部分からなっている。
第 2章　現今アメリカの外国医学校の出身者の受け入れ制度
一．アメリカ医師免許試験受験資格の認定
外国医学生の受け入れのために外国医学卒業生教育委員会（Educational Commission for 
Foreign Medical Graduates 略称 ECFMG）という機関がある。アメリカの医師資格の取得ま
たはアメリカの医学大学院への進学の手続きについては、ECFMG は窓口である。
外国医学卒業生（an international medical graduate）29 の定義は、アメリカまたはカナダ以
外の医学校の卒業生だとされた。アメリカ人とは言え、外国の医学校の卒業生ならば例えば
オーストラリアの医学校の卒業生の場合は、外国医学校卒業生と認められる。しかし、外国
人はアメリカまたはカナダの医学部の卒業生ならば外国医学卒業生ではない。
ECFMG の資格証明（certification）を得るためにはまず、その申請者の医学校及びその卒
業年次は、FAIMER 財団（Foundation for Advancement of International Medical Education 
and Research）30 の IMCD 名簿（International Medical Education Directory）にリストされ
ているものでなければならない 31。言い換えれば、申請のときに、本人の在学する医学校また
は卒業する医学校は IMCD 名簿に登載されていない場合、この人は、ECFMG の資格証明の
申請資格さえ有しないのである。 
次に ECFMG の資格証明の発給を得るための前提要件は、外国医学卒業生は次の試験と
医学教育証明書（medical education credential）が必要である。なお、ECFMG の資格証
明を得るための試験は、すなわち、アメリカ医師免許試験のステップ 1 及びステップ 2 の
試験である。前述したように、ステップ 2 は二つの部分に分けている。臨床知識（Clinical 
Knowledge）のいわゆる CK と臨床技能（Clinical Skills）のいわゆる CS である。英語能力試
験、例えば TOFEL は、もはや必要ではない 32。 
医学教育証明（Medical Education Credential）は、その医学生の医学校及び卒業年次は、
IMED 名簿にリストされたことが必要である。そして、外国医学校卒業生は少なくとも 4 学
年の医学課程の履修が必要である。IMED 名簿の資料はそれぞれの国から自国の認可した医
学校に関する資料に依拠したものである。申請者は医学校の卒業証書を提示すべきであるが、
ECFMG は、申請者の医学校にそれを確認する。当該医学校は申請者の最終医学校成績表を
提供する 33。言い換えれば、外国の医学生は自分の在学している医学部または自分の卒業して
いた医学部は、自国政府の認可した大学の医学部ならば、原則としてアメリカの医師免許試
験に当然に参加する資格があるのである。
前述したように ECFMG の資格証明を得るために、申請者はアメリカ医師免許試験
（USMLE）のステップ 1 とステップ 2（ステップ 2 は CK と CS の二つの部分からなる）を合
格しなければならない。
USMLE 試験はアメリカで医師になるための試験であり、全部 3 ステップである。USMLE
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試験は、アメリカ州医師会連盟法人（the Federation of State Medical Boards of the United 
States, Inc 略称 FSMB）及び医師試験全国委員会（NBME）により主催された（sponsored）
ものであり、FSMB,NBME,ECFMG 及びアメリカ大衆の代表から組織された委員会によって
運営された（governed）ものである。
ECFMG は外国医学生（在学生または卒業生）が USMLE 試験のステップ 1 とステップ 2
（CK と CS）の試験に参加するための登録機関であり、試験参加の手続きは ECFMG を経由
するのである。しかし、アメリカ及びカナダの医学生（在学生または卒業生）の USMLE 試
験の登録機関は NBME である。
内部作業の過程は ECFMG は NBME に連絡し、NBME は試験日程の許可通知を発給する。
ただし、試験は Prometric により行なわれる。Prometric は全ての受験生（アメリカ、カナダ
及び外国医学生）に対する試験機関である。ECFMG は試験についてはどんな責任も負わな
い。責任を負うのは、NBME と Prometric である。
アメリカ州医師会連盟法人（FSMB）はすべての受験生のステップ 3 の試験の登録機関で
ある。ステップ 3 の試験に参加するために外国医学卒業生はまずステップ 1 及びステップ 2
の試験に合格しなければならない。ステップ 3 の試験日程及び場所の通知は Prometric によ
り発給される。ステップ 3 の試験はアメリカにある Prometric 試験センターで行なわれる。
NBME は、USMLE 試験の結果を決め、そして成績通知書の発給の責任者でもある 34。 
二．試験合格要件の期間制限
外国医学卒業生教育委員会（ECFMG）の規定（policy）は、申請者は ECFMG の資格証明
を得るために USMLE 試験のステップ 1 及びステップ 2 に合格しなければならない。ただし、
その完成期間には制限があり、すなわち、7 年間以内に完成しなければならないのである。7
年間以内に全部合格しなければ最初の合格するものは無効となり、もう 1 回やり直すのであ
る。たとえば、申請者は 2006 年 10 月 1 日に USMLE 試験のステップ 1 試験を受け合格した
場合、この申請者は 2013 年 10 月 1 日までに、ほかのステップの試験を受け合格しなければ、
2006 年 10 月 1 日に受験して合格したステップ 1 の成績は無効となるのである 35。
三．試験を受ける資格と時期
1．医学部在学生
医学部在学生は、ステップ 1 及びステップ 2CK、ステップ 2CS の試験に参加することがで
きる。ステップ 1 及びステップ 2CK、ステップ 2CS の試験を受けるために、申請者は少なく
とも 2 年間医学部に在籍しなければならない。これは、申請者は医学部履修課程の基本医学
部分を修了することを意味するのである。確かに医学部履修課程の基本医学部分を修了すれ
ば試験に参加することができるが、ステップ 2 の CK とステップ 2 の CS 試験は実際の患者と
の接触（actual patient contact）を含む本格的な病院実習（core clinical clerkships）を終え
てからその試験に参加するようにと、ECFMG が助言している 36。
2．医学部卒業生
医学部卒業生は、もちろん、ステップ 1、ステップ 2CK 及びステップ 2CS の試験を受験
する資格がある。申請するとき、卒業証書のコピー 2 部が必要である。もし、既に医学校を
卒業したが卒業証書はまだ発給されていない場合、その大学の医学部長、副部長または学籍
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係（Medical School Dean, Vice Dean or Registrar）の信書が必要である。医学部のレター
ヘッド（letterhead）のある便箋の信書には次のような、“This is to confirm that [applicant 
name] has graduated and completed all requirements to receive the [degree title] degree 
from [medical school/university name]. The degree will be issued [month and year]” 文言を
含むべきである 37。
第 3章　医療行為をするための免許（ロードアイランドを例に）
一．USMLE試験の性格
アメリカの医師免許試験（USMLE）を合格すれば、原則としてアメリカで医業をすること
ができる。しかし、USMLE 試験はアメリカ政府の国家試験ではなく、日本の医師国家試験と
は、概念的にまったく異なっている。日本の場合、医師免許試験は国の資格試験である。日
本政府はその試験を主催する。それは医業に対する国家の公権力の介入または認定である。
アメリカの USMLE 試験は民間人である医師団体が行なっている資格試験であり、それぞれ
の州は、それを一つの基準として認めるか否かは全く各州の自由である。連邦政府や医師団
体は強制する権限がない。現在、USMLE 試験の結果・基準に対して、認めない州は存在しな
い。全ての州は USMLE 試験の結果を自己の州で医業を行なう前提条件の一つとする。
二．ロードアイランド州で医業を行なう条件
以下、ロードアイランド州（the State of Rhode Island）の規定について説明する。 
ロードアランド州政府は、当該州で医療行為をする医師免許の付与は権利ではなく（not a 
right）、特権（a privilege）であると、考えてある。もし、医師免許を権利だと考える場合、
法的条件に適合すれば、その者にその医師免許を与えなければならない。その行為は行政法
学でいう許可と類する。しかし、医師免許を特権だと考える場合、法的条件に適合しても、
その者に免許を与えるか否かは、州政府には裁量の権限を持つのである。その行為は行政法
学でいう特許と類する 38。
ロードアイランドの規定によれば、医者に免許を付与するとき、次の基本的な要件がある 39。
＊医学校を卒業すること。（これは、アメリカとカナダの医学校を指す。）
＊少なくとも一年以上の卒業後訓練（postgraduate training）を成功に完成すること。（これ
は、すなわち、一年の内科医の訓練を終えたら、それぞれの専門医の訓練を受けなくても
よいと意味する。一般に言えば、内科医の訓練を完了すれば、家庭医として開業する場合、
それで問題がない。しかし、勤務医としては、専門医の訓練を完成しないと、誰も雇って
くれないだろう。）
＊ ECFMG（Education Commission for Foreign Medical Graduates）の認定を受けた外国の
医学卒業生は、三年の卒業後訓練（postgraduate training）であること。（外国の医学校の
卒業生の場合には条件は少し厳しくなる。すなわち、専門医までの訓練を完成しなければ、
その州で医業をすることができない。）
＊アメリカ医師免許試験（USMLE）を成功に完成すること。（アメリカの場合、医師免許試
験の成績などによって、実習病院の順番を決める。USMLE 試験には、いわゆる「推薦最低
合格点」〔the recommended minimum passing score〕略称〔MP〕が表示されている。
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＊高度の道徳及び倫理規範であること。（これは抽象的な人格要件であるが具体的な破廉恥な
行為があれば、刑事犯罪にならなくても考慮の要素となるだろう。）
＊申請料金を支払うこと。（医師免許発給の申請費を払わないと、当然、医師免許は付与しな
いだろう。）
前記の条件に達する場合、法的にこの州で医業をすることができる。しかし、アメリカの
健康保険は日本のような国営ではなく、民営である。民間人の保険会社は、専門医の資格の
ない医者との間には健康保険契約を結びたくないので、専門医の資格のない医者は健康保険
に入らない患者を診療するしか生存する道はないのである。健康保険会社の被保険者でない
患者だけを診療するのは医業としては殆ど維持できないので、結局、医業を行なうのは専門
医の資格は是非とも必要なのである。
第 4章　日本における外国医学校卒業生の受け入れ制度 40
日本の医療教育制度には、いろいろな問題点があり、入学制度、教育方法、実習体制、外
国医学生の受け入れ制度などについて、改善すべき点が多々ある。ここには、アメリカの外
国医学生の受け入れ制度を参考にして日本のこの制度に対して、二、三問題提起をするにと
どめる。以下、厚生労働省の広報内容に沿って、指摘する。
一．厚生労働省の医師国家試験の広報について
厚生労働省の広報「医師・歯科医師国家試験受験資格認定について」に、次の文言があり、
「外国において医科大学（医学部）・歯科大学（歯学部）を卒業した者 41、又は医師免許・歯科
医師免許を取得した者が日本で医師国家試験・歯科医師国家試験を受験するためには、医師
法・歯科医師法の規定に基づき、厚生労働大臣の認定が必要とされています。受験資格認定
の手続き及び審査方法は、以下の通りです。」その下に 2 重線の枠で囲んだ警告文言がある。
その 1．最近、卒業後に日本の医師国家試験の受験資格が得られる旨認可を厚生労働省から受
けていること等を示して、外国の医科大学（医学部）・歯科大学（歯学部）への入学を勧誘
する広告を行なっている例が見受けられますが、①厚生労働省は、外国の医学校を卒業し
た方から、医師国家試験の受験資格認定の申請があった後に、当該申請者個々人の能力や、
当該申請者が受けた教育等を審査することとなっており、海外の医学校等に対し、当該医
学部の卒業生への医師国家試験の受験資格を一律に認定することはありません。
その 2．このため、こうした②海外の医学校等を卒業させても、日本の医師国家試験の受験資
格が認められないことが十分想定されますのでご注意下さい。（下線と①②の数字はいずれ
も著者が付けたもの）
上記①の文章は日本医師国家試験については、外国医学卒業生の受験資格の有無は、厚生
労働省の個別審査に係ることを意味する。そして、その個別審査の結果によって、外国医学
卒業生は日本の医師国家試験の受験資格は、認められない場合もあり得るのである。その手
続きは医学生が卒業してから、受験資格認定の申請があった後に審査するので、在学中には
外国医学生は将来、自分は日本の医師国家試験に参加する資格があるか否かは知るすべはな
いのである。この点においては、アメリカとは全く異なることは言うまでもない。
②においては、医学生は海外の医学校等を卒業しても、日本の医師国家試験の受験資格が
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認められないことが十分想定されますので、くれぐれも注意してほしいという親切のような
忠告である。しかし、外国医学卒業生とは、外国人の医学部卒業生もいれば、日本人は外国
の医科大学・医学部を卒業する場合もある。もとより、外国人に対しても明確の基準を示す
必要があるのに、本国の国民に対してさえ明確の基準を示さないことは日本国政府は一体自
国の国民をどのように見ているであろうか。このような日本政府のやり方は、恰も「蛇の生
殺し」のような対処方法である 42。これは一国の政府の取るべき政策であるかははなはだ疑問
である。
二．審査対象者
外国の医（歯科医）学校を卒業し、又は外国において医（歯科医）師免許をを得たもの。
外国の医学校の卒業生又は外国の医師免許の所持者ならば、外国人や日本人を問わず、全
てその審査の対象となっているのである。
三．審査方法
この項目にはまず、三通りの審査結果が記されている。1．医（歯科医）師国家試験の受験
資格を認定されるもの。2．医（歯科医）師国家試験予備試験の受験資格を認定されるもの。
3．前記 1 と 2 の両方とも認められないものなどがある。以下、1 と 2 についてさらに簡単に
説明する。1．国家試験の受験資格の認定について：国家試験の受験資格の認定については、
書類審査と日本語診療能力調査があり、その審査と調査が合格すれば、医師国家試験の資格
があると認められる。2．国家試験予備試験の受験資格の認定について：これは、国家試験の
受験資格の認定を認められない者は国家試験予備試験の受験資格の認定を得る者もある。国
家試験予備試験受験資格認定を受けた者は、その後予備試験を受験し、合格すれば、更に 1
年以上の診療及び公衆衛生に関する実地修練の後に、医（歯科医）師国家試験の受験が可能
になる。
四．書類審査の認定基準
ここには、国家試験受験資格認定（以下国試認定という）と国家試験予備試験受験資格認
定（以下予備試認定という）との二つの項目に分けてある（その全体の内容は付録資料 1 を
参照）。
五．問題提起
外国医学校卒業生に対する日本の医師国家試験受験資格認定の手続きに関しては、問題点
は多々あり、いちいち批評する暇がない。ここでは、単に、二、三問題を提起するに止める。
1． 医学校卒業後、当該国の医師免許を取得しているか否か。取得しているならば、国試認
定を受けられる。取得していない又は取得していなくてもよいならば、予備試認定を受け
ることとなる。このような規定は、本人は医学校を卒業しても当該国の医師免許試験を合
格できず医師免許を取れないならば、それは本人の能力の問題で文句は言えないだろう。
しかし、医師の養成については、国家が介入せず、それぞれの医学校に任せ、医師免許を
取得するための国家試験または免許試験を行なわない国もある。たとえば、イギリス、オ
ーストラリアはそうである。この場合、イギリスやオーストラリアの医学校の卒業生は予
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備試験認定試験に参加するしか方法はないのである 43。
2． 当該国の医師免許を取得する場合、その国の国家試験制度は如何であるか。
　　国家試験制度は確立されている場合、「国試認定」を受けられる。国家試験制度が確立し
ていない又は確立していなくてもよい場合は、「予備試認定」を受けることとなる。
　　ここに、問題となるのは、その国の国家試験制度は日本政府から見れば、確立されてい
るか否かの基準は何を持って決めるのか、又、その国の医学校の卒業生は如何にその基準
を知りうるのか。
六．申請書類（詳細は付録資料 1 を参照）
申請書類は厚生労働省医政局医事課試験免許室に提出するのである。申請書類には、16 項
目の書類は必要とされ、そして外国のものならば提出書類と日本語訳両方を公的の機関の認
証が必要のである。ここではたとえば、申請書類の項目（14） 「日本の病院等で研修している
者の場合はその証明書」、（15） 「卒業した外国医（歯科医）学校のパンフレット」、の書類を要
求するのは、その真意ははかりかねる。なお、申請書類の数から言えば、それは膨大で、ア
メリカのそれよりも数倍にのぼる。
提出の方法については、注意事項で下記のような、「認定申請は必ず申請本人が行い、郵送、
代理による申請は受理しない。申請のため試験免許室に来室する場合は、日時について必ず
担当者の約束を取り付けること。約束がない場合、対応できないことがあるので注意するこ
と。」との文言が記してある。
グローバル化の時代に、このような対処方法は本当によいであろうか、疑問である。「申請
は必ず申請本人が行い、郵送、代理による申請は受理しない。」という要求の根本的な理由は
どこにあるのかは理解に苦しい。これは嫌がらせであろうか、もし、本国の利益を守るため、
わざわざこのような手続きをさせるならば、仕方がないだというかも知れないが、しかし国
益を守るためのもっと合理的な方法があるだろう 44。特に、本国人に対して、現今のこのよう
な対処方法は本当に問題はないだろうか。
七．日本語診療能力調査（詳細は付録資料 1 を参照）
これは、日本語を用いて診療するために十分な能力を有しているか否かを調査するためで
あるといわれている。この調査の調査委員は内科、外科、小児科、産婦人科を専門とする医
師国家試験委員である（歯科医については省略）。調査内容は、日本語の診療能力を調査する
ために必要と考えられる程度の医学に関する内容について試問する。評価項目は、発話力、
理解力、作文力、語彙数などである。最後に、書類審査においては基準を満たしていたが、
日本語診療能力調査において基準以下であった者については、医師国家試験予備試験資格認
定を受けることができる、と記している。
もとより、書類審査の認定基準の表に、最後の項目には「日本語能力」の欄がある。そし
て、「日本の中学校及び高等学校を卒業していない者については、日本語能力試験 1 級の認定
を受けていること」という説明が付されている。前述したように、アメリカの医師免許試験
資格には、語学能力の認定試験は既に廃止された。日本の場合、仮に独自の立場をとっても、
日本語能力試験 1 級の認定の外に、日本語診療能力調査を加える必要は本当にあるのかは疑
問である。両者の一つだけを課せば十分ではないだろうか。医師国家試験に参加させる前に、
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このように二重のチェックを施す目的はどこにあるのかは、はなはだ理解に苦しむことであ
る。推測できるのは、日本の医師国家試験は外国の医学生にとっては簡単し過ぎて、不良な
外国医学校医学生の日本への流入を防ぐことができないので、国益のためや国民の健康のた
めに、このような煩雑な手続きを取るしか方法はないだろう。しかし、外国の医学生に対し
て日本の医学生とは異なり、特別な医師国家試験を行なってもよいではないか。この場合、
単なる試験問題を難しくすることができるだけでなく、合格枠も必要に応じて簡単に設定で
きる。前述したように、オーストラリアには、本国の医学校の医学卒業生に対して医師免許
試験を課さない。医学生は医学校を卒業すれば、籤引きで実習先を決める。しかし、外国の
医学卒業生に対してオーストラリアで医業を行なうのは厳しい医師免許試験を課すのである。
　
第 5章　日・米の医学生の実習制度
前述したように、外国の医学生に対しては、アメリカの場合、原則として、IMED の登載
されている医学校の出身者ならば、アメリカの医師免許試験に参加することができる。日本
の場合は、国家試験または国家試験予備試験の試験参加資格は、WHO の “World directory 
of medical schools”（略称 WDMS とする）の名簿のリストに登載されている医学校の出身者
は基本条件であるが、他にまだいろいろの条件が要求されている（詳細は付録資料 1 を参照）。
IMED と WDMS とは、本質的にあまり変わらない。情報の確実性からすれば、むしろ
IMED の方はよいであろう 45。
一．アメリカの実習医（resident）の組み合せ制度
臨床研修については、日本の場合、平成 15 年 11 月に研修医マッチングの組み合せ決定を
し、16 年 4 月から実施したが、その組み合せの基準はまだ透明ではない。この状況の発生に
ついては医師不足はその一因かも知れない。良い病院で実習するのは、医師国家試験の成績
とは無関係であり、出身校何処かは多分重要な要素であろう。在学中の成績もあまり関係な
い。実習病院の決定は主にコネであるようである。なお、将来はどの科を専門とするかもま
ったく自由である。
アメリカの場合は、NRMP（National Resident Matching Program）によって、実習先を決
めるのである。これはいわゆる、「全国実習医組み合せ制度」である。組み合せのとき、色々
の要素が考慮されるが、たとえば、推薦書とか、在学成績とか、いろいろ多くの項目は含ま
れている。しかし、下記の例のように、医師免許試験のステップ 1 とステップ 2 の成績は重
要視されている。なお、医師免許試験（USMLE）が合格しても、必ずしも実習先が得られる
とは限らない。専門医の実習の場合は、よい成績がなければ、競争の激しい科に入り、実習
するさえできないのである。
二．競争の激しい科と簡単に入られる科
先述したように、アメリカにおいては医者としては、自由に自分の好きな医科を選んで実
習することができない。医師免許試験の成績、研究の経験年数、在学中の成績、出身校など
10 項目以上もある要素が考慮され、それを総合判断して、振り分けをされるのである。しか
し、各病院は実習医を採用するときは、相当に重要視するのはやはり医師免許試験の成績で
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ある 46。競争の激しい医科の点数とあまり競争のない医科の点数の差異が相当に大きい。以
下、皮膚科学（Dermatology）内科医学（Internal Medicine） 家庭医学（Family Medicine） 
三つの科を例にして、その差異を説明する。
皮膚科学の平均組み合せ成績　　　ステップ 1　242 点　ステップ 2　251 点
　　　組み合せない平均成績　　　ステップ 1　231 点　ステップ 2　241 点
内科医学の平均組み合せ成績　　　ステップ 1　225 点　ステップ 2　232 点
　　　組み合せない平均成績　　　ステップ 1　202 点　ステップ 2　199 点
家庭医学の平均組み合せ成績　　　ステップ 1　214 点　ステップ 2　223 点
　　　組み合せない平均成績　　　ステップ 1　196 点　ステップ 2　180 点
上記の資料からも分かるように、皮膚科学には組み合せに拒否される成績ラインは、内科
医学や家庭医学の組み合せ成績ラインよりも高いのである 47。
三．アメリカのNRMPについて
アメリカの NRMP は（The National Resident Matching Program）の略称である。NRMP
は 1952 年に創設された民間の、非営利的な法人である。それは申請過程のサービスではなく、
実習医申請者の組み合わせに公正の場（venue）を提供するのはその目的である。
第 1 回の組み合せ（Match）1952 年に行なわれた。当時、10,400 人の実習医の勤め口があ
るが、アメリカの医学校卒業生（U.S. graduating seniors）48 は 6,000 人だけである。1973 年
に 19,000 人の実習医の勤め口があるが、アメリカの医学校卒業生は 10,000 人余りだけであ
る。1975 年の（internships）用語の終焉の後、卒業後 1 年の（first-year post-graduate 略称
PGY-1）勤め口の数は 15,700 人まで落ちってしまった。今年（2010）記録上最高で、22,809
人の PGY-1 の勤め口が提供された。しかし、後述するように申請者も今までのない最高記録
であった。
NRMP プログラムの申請者は、1952 年から劇的に増加している。1952 年の 6000 人から、
1999 年の 36,056 人まで増加した。2010 年の組み合せの申請者は、37,556 人であり、今まで最
高の人数である 49。（付録資料 3 を参照）
申請者が年々増えているので、勤め口も少し増えているが、しかしその増加率は申請者の
増加率に追い付かないので、組み合せ率（the match rate）は低下している。例えば、2006
年は 75.1% であるが、2010 年は 71.2% となった。この数字からすれば、多くの医学校の卒業
生は、実習するところがないのである 50。
なお、申請者の数は勤め口の数よりも多いことは、いうまでもないが、組み合せたの数
は勤め口の数よりも少ないのは、受け入れ先の大学や病院は、自己の設けた基準に達して
いない申請者を拒否して、欠員をそのままで留保することを意味するのである。NRMP の 
Specialties Matching Service（SMS）の 1993 年から 2010 年までの統計資料はその傾向を示
している 51（付録資料 4 を参照）。　 
アメリカにおいては、このような医学生と実習先などの組み合わせを行なっている組織は
NRMP だけではなく、他にもある。たとえば、fellowship とその勤め先の組み合わせを行な
うものは San Francisco Match という組織がある。 
日本の医学卒業生とその勤め口の関係は、どうのような状況であるか。現時点 2010 年に
は、歯科医はすでに過剰状態となってある。これは教育資源の無駄使いである。一般の医師
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（doctor）については現在はまだ不足となっているが、平成 29 年（2017 年）には、過剰にな
るという推計が示されている 52。
四．日本の医師臨床研修制度の特徴
前述したように、外国人医学生の受け入れについては、日本は非常に閉鎖的な制度を取っ
ているが、臨床研修については、相当弾力的な方法で実行している。医師法第 16 条の 2 の第
1 項には「診療に従事しようとする医師は、2 年以上、医学を履修する課程を置く大学に付属
する病院又は厚生労働大臣の指定する病院において、臨床研修を受けなければならない。」と
規定している。なお、同条の第 4 項には「第 1 項の規定の適用については、外国の病院で厚
生労働大臣が適当と認めたものは、同項の厚生労働大臣の指定する病院とみなす。」と規定す
る。
なお、医師法第 16 条の 2 の第 4 項については、「外国で臨床研修を行なったのですが、日
本で診療を行なう場合には日本で臨床研修を受けなければならないのですか」との質問にた
いして、次のような説明がある。すなわち、「日本で診療に従事しようとする場合には、2 年
以上臨床研修を受けていただく必要があります。なお、日本で医師免許を取得した後であれ
ば、外国の病院で厚生労働大臣が適当と認めるもので研修した期間の一部については、日本
で臨床研修を受けたものとみなすことのできる場合がありますので、必要であれば厚生労働
省医政局医事課医師臨床研修推進室に相談してください。」53 とのことである。
ここで、この Q&A の見解については、「日本で医師免許を取得した後であれば」といこと
なので、「日本で医師免許を取得する前の」外国の病院での研修は日本で臨床研修を受けたも
のとみなすことは認めないのであると解釈されている。このような解釈に不満を持つ外国人
の医師もいるが、しかし、「外国の病院での研修した期間の一部を日本で臨床研修を受けたも
のとみなすこと」は、他の国には余り見えない優れた政策ではないか。日本の医師法にこの
ような規定を設けているのは高く評価すべきであろう。
第 6章　むすび
本論文は、もとよりアメリカの医療教育について、詳細に紹介しようと考えた。しかし、
日本流で言う医科大学院（medical school） のカリキュラム（curriculum）やその予備教育
を担う普通の大学の学部（under graduate）の教育については、まだ十分に論議していな
い。途中で、日本の外国医学卒業生の受け入れ方に関する論議を入れた。その理由は、外国
医学生の受け入れ方については日本政府が公平に行なっているように見せ掛けているである
が、実際、その広報を見る限りでは、日本政府は外国医学生の日本への参入に如何に事務的
の段階において阻止しようという印象は意外に強かった。このようなことは、日本という国
は排他的、閉鎖的な社会であると思われる恐れがある。日本政府のやり方は決して日本国の
ためにはならない。現在、日本に参入しようとする外国医学生（日本人と外国人とともに）
は、ごく少数の人だけなので、現行の厚生労働省の対応方法は、不合理ではあるが事務処理
においては、まだ困難な問題にならないようであるが、もし、日本はアメリカのような年間
数千人以上の外国医学校の卒業生は医師免許試験に参加する 54 状況ならば例えば、2009 年の
アメリカの Main Residency Match には、外国医学校の医学生の申請者はアメリカ人と外国
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人とを合わせると一万人を超える場合（付録資料 5 を参照）、日本厚生労働省のような閉鎖的
な対応方法は事実上・物理的には実行できないこととなる。皮肉的にも、現行の日本政府の
閉鎖的なやり方は可能となるのは、もとより、国際的には日本という国は閉鎖的な国だと思
われ、外国医学校の医学生は殆ど日本に（医師を職業として）来ないからである。言葉の壁
という理由もあり、欧文文化圏または英文文化圏の国々の医学生は殆ど日本に来られないだ
ろう。日本へ来られる外国医学生は多分漢字文化圏の国だけである。すなわち、中国、韓国、
台湾など位である。東南アジアの国々の医学生も日本に勤めるのは難しいと思う。そうだと
すれば、日本の国内の医師の生存の脅威となる外国医学生は中国からの者だけであろう。そ
の脅威に対抗するため、また本当に良い医師だけを日本に入れるためには、前述したように、
別枠に試験するか、それとも日本政府は独自に中国の医学校の認定を制限するのも一つの良
い方法ではないか。たとえば、中国の北京大学の医学部の卒業生だけを認定すること。将来、
日本の外国医学生の受け入れ政策 55 の改変の参考としてアメリカの外国医学生の受け入れ制
度の例を紹介した。なお、アメリカの医科大学院や予備教育の担う手ともなっている大学学
部 56 の詳しい教育内容については、次回に譲りたい。
ご存知のように、アメリカの医療教育は日本とは異なる。アメリカには学部 4 年の教育を
終了してから、医学大学院（medical school）へ入り、また、4 年の医療教育を受けてから、
医者になるのである。日本は高校卒業後、直接、医学部の試験を受け、合格すれば 6 年の医
療教育課程を履修し、これで医者となるのである。例外的に、学士編入学試験もある（学士
とは限らない）この学士編入学は、ある意味においては、アメリカの医学大学院とは似てい
る。しかし、受け入れの人数が少ないので（殆どの大学は一桁以下の人数 57）、大学にとって
はこの制度の目的はどこにあるかは、曖昧であろう。アメリカには、医師の人格の涵養のた
めに医科大学院の教育内容を常に吟味して改善するようにしている。なお、如何によい人材
を医科大学院に送り込むかも相当工夫している。大学学部の入学時に将来医学大学院に進学
したい優秀な学生に、特別な待遇を与え、学部の成績は平均 B 以上を保持ならば、将来、入
学試験を免除して医科大学院に入学させる制度がある。そして、大学学部在学中に専任の指
導教員があり、学業について細かに助言する。たとえば、数学、物理など自然科学の科目ば
かりを選ぶ学生に対しては、文学、哲学や歴史などの人文科学科目を選ぶように指導する。
医科大学院の入学は既に保障されているので、大学学部の時には幅広くおのおのの分野の学
問を勉強するようにする。そして、なぜ、学業成績の平均は A 以上ではなく、B 以上に設定
するのか。学業の成績にあまり気にしないように、のんびりと学生生活をすごさせるためで
ある。このように、医者としてのふさわしい人格の陶冶を大学学部の時期から実施し始める
のである 58。　 
＊　ここで医学教育制度を言わずに医療教育制度というのは、医師の職業は弁護士と同じく専門職（profession）
に属するといわれても、その養成の方法は異なっている。医師には臨床教育及び病院実習は絶対必要な
ものである。弁護士は大学には模擬法廷や受験合格後に司法研修があっても、それはかならずしも絶対
必要なものではない。アメリカには通信教育の law school（カリフォルニア州）があっても、通信教育の
medical school がない。医師の養成過程にはほかの専門職に存在しない特殊性（臨床的訓練）がある。そ
の臨床的訓練の重要性を表すため、「医療教育」という言葉使うのである。
1　当該法律は昭和 61 年 5 月 23 日に公布され、昭和 62 年 4 月 1 日より施行される。アメリカ政府側からの
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圧力によって制定された法律だとのうわさがあるが、法律の内容からすれば、第 1 条が示しているように
日本の「渉外的法律関係の安定を図り、あわせて、外国における日本法に関する法律事務の取扱いの充実
に資すること」となる。
2　普通、行政法学上、国は国民の営業・事業活動に対する規制は警察許可（許可）と公企業の特許（特許）
とを分けることができる。また、一般に警察許可及び公益企業許可の二通りに区別して説明することが多
いが、ここでは前者を許可といい、後者を特許ということにする。この場合、医者という仕事は、許可で
あるか、それとも特許であるかは、通説、それは許可だと考えた。すなわち、もとより国民としては誰に
でも自由に行なうことのできる職業が、国家は一般大衆の健康や安全のために、一応全面的に禁止し、国
の定めた基準に達する者だけに公平にその自由を回復させるのは許可である。このような考え方もまだ許
可の理念である。この点においては医師という職業の許可は性質上は弁護士や料理屋とは変わりがない。
しかし、同じ免許状を発給するが、公益の観点からすれば、弁護士は料理屋さんとはあまり変わらないが、
医者はいわゆる特許の要素は含んである。弁護士は個人の理由で依頼を拒否することができるが、医者は
個人の好悪により医療行為の拒否はできないからである（医師法第 19 条）。しかし、医者という仕事に対
して、東西問わず昔には国民は自由にすることができ、国からの規制はなかった。すなわち、むかしには、
医者という仕事は国からの許可はいらないのである。後述するように、アメリカの医業の許可・「医師免
許制」は、医者の生活の確保や医学宗派の戦いの成果であり、公益の観点によりもたらして来たものでは
ない。しかし、今日、客観的に医師免許制を見れば、それは結果として、国民に対しては、有益なもので
あった。医師免許制は偽医者や藪医者の排除には役立つのである。なお、許可と特許の区別や特徴につい
て、いろいろの論議があった。詳しくは、宇賀克也・行政法概説Ⅰ（行政法総論）・有斐閣・2004・70 頁
以下、原田尚彦・行政法総論［全訂第五版］・学陽書房・2004・162 頁以下、塩野宏・行政法Ⅰ（行政法総
論）［第五版］・有斐閣・2009・116 頁以下を参照されたい。もとより、特許と許可とを区別する理由は余
りない。特にいわゆる国家の独占権や人が生れながらには有しない権利だという特許の理論は、権力者の
ための、根拠のない作り話である。
3　“The Early Development of Medical Licensing Laws” p.73
4　U.S. Department of Commerce, Bureau of the Census, “Historical Statistics of the United States”
（Washington: U.S. Government Printing Office, 1960）, p.34 の資料による。
5　19 世紀初期の正規医学または普通医学（regular medicine）は、対症療法（symptomatic  treatment）に
重きを置く。すなわち、主に放血、水ぶくれ、大量の水銀、有毒鉱物の混合物の投与、及び鉱物性有毒物
を下痢剤と催吐剤として使用することである。そして、砒素の混合物を強壮剤だと考えた。このような治
療法（therapeutic regimen）は、大胆療法（heroic therapy）として知られ、発展してきた。もちろん、
不幸に多くの患者はこれらの医者の手で死んでしまった。
6　1850 年前に、21 州及び D.C. は、何かの形での免許法が存在していたにもかかわらずこれらの法律は一般
に短命的、そして完全に実施されているものではなかった。5 の州の法律は無免許の医療行為に対して罰
則は付いてない、そして 6 以上の州の法律はせいぜい、無免許の医者は裁判所への訴えにより診療費の回
収をすることが出来ないと規定するだけである。ニューヨーク州、サウスカロライナ州、ジョージア州及
びルイジアナ州だけは監禁も可能な厳しい処罰を含んでいた。これらの法律の詳しい分析は、Joseph F. 
Kett, “The Formation of the American Medical Association: The Role of Institutions, 1780-1860” （New 
Haven: Yale University Press, 1968）, pp.181-84 を参照されたい。
7　Samuel Thomson は、もとよりニューハンプシャー州の農民である。 
8　“The Early Development of Medical Licensing Laws” pp.73-74
9　Samuel Hahnemann は、ドイツ人の医者であり、正式なそして厳格な医学教育を受けた人である。
Hahnemann の研究は、如何なる病気においてももっとも有効な治療は薬の投与方法にかかわり、そして
それは健康人に実験するとその病気にもっとも近似する病状を引き起こす投与方法である、という結論に
導いた。この法則、similia similibus curantur は同毒治療法（homeopathic therapeutics）の基本原理であ
る。同じく革命的なものは、同毒療法の最適投与量（optimal dosage）の理論である。当時の医者は治療
の効果と薬の投与量を自慢し、多くの人は 10 粒の量は効き目があるならば、100 粒は 10 倍以上の効き目
があるのであろうと信じていた。しかし他方、Hahnemann は、極端に弱まったそして少ない投与量は強
いものよりも好もしいであり、すなわち弱まれば弱いほどがよいと主張した。ただし、同毒療法のもっと
も重要な貢献は有機体それ自体の自然的な治癒力への強調である。同毒療法の医者は新鮮な空気、日光、
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ベッドでの療養、適切な食事及び個人の衛生は健康回復のためになる、の力強い支持者であった。そのと
き、正規医学はそれらは価値があまりないまたは価値がないと思っていた時代である。なお、同毒療法の
そのような考え方は、同毒療法が 1825 年にアメリカに伝来してから、一般大衆の間で人気があった、の
要因でもある。
10　“Medical Education in the United States” JAMA LXXV（August 7, 1920）
11　“The Early Development of Medical Licensing Laws” pp.74-75
12　The American Medical Association（AMA）は、1847 年にフィラデルフィアで 40 以上の医師会及び 28
以上の医学校から出された約 230 人の代表による会議で創設された、常設全国的な組織である。AMA の
創設の初めからその主要の目標の一つは、医学教育の向上及び同時に結果として医師の数の減少である。
13　Ibid., p.75
14　“Proceedings of the National Medical Convention held in the City of Philadelphia, in May, 1847,” The 
New York Journal of Medicine, IX （July, 1847）
15　the Committee on Medical Education は、1847 年に創設されてから 57 年間を存続して、1904 年に the 
Council on Medical Education に取り替えられた。
16　“The Early Development of Medical Licensing Laws” p.76
17　Ibid., p.76
18　（State Board of Medical Examiners）は、州の医学試験官委員会または医学審査官委員会という意味であ
るが、州の医師試験委員会と訳した。
19　“The Early Development of Medical Licensing Laws” pp.77-78
20　Stanford E. Chaille, “State Medicine and State Medical Societies,” Transactions of the American Medical 
Association, XXX（1879）p.352
21　同毒療法及び折衷療法の医師試験委員会を設立州とその委員会の存続期間の詳しい資料は、“The Early 
Development of Medical Licensing Laws” p.119 の付表を参照されたい。
22　“The Early Development of Medical Licensing Laws” p.80
23　それぞれの州の初めての医師免許法（含む医師登録法）の制定時期及びその法的形態の詳細は、“The 
Early Development of Medical Licensing Laws” pp.113-118 の付録を参照されたい。　
24　The Federation Licensing Examinations（FLEX）は、NBME が自己の認定試験のために作成された試験
材料から開発された試験である。
25　“Medical Licensing Examinations in the United States” p.496
26　“Medical Licensing Examinations in the United States” p.597
27　“Medical Licensing Examinations in the United States” p.598
28　SP は、受験生を評価するために、訓練を受け、標準化され、一貫した行動様式で患者の役を演じる素人で
ある。
29　an international medical graduate は、「国際医学卒業生」と訳してもよいであるがアメリカやカナダ以外
の者を指すので「外国医学卒業生」と訳しました。
30　FAIMER 財団は、2000 年に ECFMG により創設された、国際医療教育の長所・美点（excellence）を促
進するための非営利的団体である。
31　自分の出身校は IMED 名簿に登載されているのか否かを確認するために www.ecfmg.org の website に求
めればよろしいのである。
32　ECFMG, 2009 Information Booklet p.7
33　ECFMG, 2009 Information Booklet p.8
34　ECFMG, 2009 Information Booklet p.16
35　ECFMG, 2009 Information Booklet p.17 
36　ECFMG, 2009 Information Booklet pp.18-19 
37　ECFMG,2009Information Booklet pp.19-20
38　前に述べたように、特許と許可とを区別する必要はないと考えてもよいとされた。それは主に特許を国家
の独占権（たとえば、鉱業権など）の付与という考え方に対する批判・否定から由来するのである。しか
し、特許と許可との区別の基準を営業権の付与者である政府は国民にそれを付与するときに裁量権を有す
るか否かに求めることができるだろう。
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39　http://www.health.state.ri.us/hsr/bmld/ Stand: 9/15/2008
40　厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp/topics/2005/10/tp1005-1.html  Stand:2007/11/14
41　外国医学生の受け入れに関する日本政府の対応は、アメリカのそれとは異なり、日本の場合は外国の医学
生は日本の国家試験を受けるのは当該国の医学部を卒業しなければ、まず、試験の参加を申し込むことが
できない。卒業証書を得てから始めて申請することができる。申請してからの審査により、国家試験の資
格を与えられるかそれとも国家試験の予備試験の資格だけを与えられるのか否かということである。アメ
リカの場合、一定の科目を履修し単位を取得すれば、アメリカの医師免許試験の第 1 及び第 2 段階の試験
を受けることができる。すなわち、在学中の 2 年生ないし 3 年生の段階に医師免許試験に参加することが
可能である。
42　聞いたうわさによれば、東欧や旧共産主義国家の国へ行って金銭でその国の医科大学に入学する日本人が
多くあるようである。しかし、たといこれは事実としても、これは事前に阻止するべきではないか。方
法としては、日本政府は認めない外国医学校の名前を公表するか、もし、これは当該国に対して差別する
ことと誤解される恐れがあると考慮し、公表することができないとするならば、逆に、認められる医学
校のリストを公表すれば良いではないか。すなわち、もし、WHO の WDMS のリストまたはアメリカの
IMED のリストを信用しないならば、それを無視して、日本独自のリストを作れば良いだろう。まして、
アメリカやイギリス、オーストラリアなどの国の医科大学に入学した日本人は少ないではあるがないでは
ない。今の日本政府のやり方は、悪い人を退治するために無差別に優れた人をも虐めるとは等しい。グロ
ーバル化しつつ現今においてはこれは明らかに不合理であり、時代遅れの思考の象徴である。自国の国民
を保護するための観点からも外国のどの医学校は日本政府が認めるか認めないかをはじめより国民に明確
に示すべきである。現行の対応方法は、外国人の医学生に日本は排他的な国だという印象を与えかねない
のである。
43　うわさによれば、イギリスの医学校の卒業生ならば国試認定を受けられるのであるが、確認できないのが
現状である。オーストラリアの医学校の卒業生の運命は、どうなるかはまだ未知数である。このような不
確定なことについては日本の国民のためでも日本政府は明確にする義務はあるだろう。
44　たとえば、オーストラリアのように、本国の医学校の本国人最優先にして、次は外国人にする例もある。
オーストラリアには、本国の医学校の医学生に対して医師免許試験はない。外国の医学校の出身者だけは
医師免許試験が必要である。
45　2000 年第 7 版の WHO の World directory of medical schools の Acknowledgements でのアメリカの
ECFMG に対する感謝の言葉を見ても分かるだろう。日本政府は自己に情報収集の能力はないので、WHO
の WDMS の資料を借用するのである。
46　NRMP&AAMC, Charting Outcomes in the Match, 2009. p.ii. 
47　NRMP Charting Outcomes in the Match 3rd Edition p.32, p.71, p.97. 詳細は付録資料 2 を参照されたい。
48　U.S. Senior の定義はすなわち、Seniors of U.S. Allopathic Medical Schools : A fourth-year medical 
student in an LCME-accredited U.S. allopathic school of medicine.　A student with a graduation date 
after July 1 in the year before the Match is considered a U.S. senior. 　     
49　NRMP, Results and Data 2010 Main Residency Match, p.v.  
50　NRMP, Results and Data 2010 Main Residency Match, p.6.
51　NRMP, Results and Data 2010 Specialties Matching Service, p.3  
52　医療提供体制に関する意見・社会保障審議会医療部会、16 頁。
53　厚生労働省：新医師臨床研修制度に関する Q&A. p.2  
　　http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/rinsyo/qa/byoin.html  Stand:2009/02/06 
54　NRMP&AAMC, Charting Outcomes in the Match, 2009. p.2.
55　日本の外国医学校卒業生の受け入れ制度（簡単に言えば外国医師の受け入れ制度）については、その受け
入れ前（日本の医師国家試験を受験させる前）の手続きと医師国家試験に合格した後の手続き（医師臨床
研修制度）とは、その厳しさの開きは非常に大きいのである。このことは、長い間、日本の社会の観察か
ら得た印象を想起させる。日本は「和」の社会であるとか、「和」を重んじる社会であるとか、というこ
とをよく耳にした。それを考えると、世界中、どこに行っても、どの民族も少なくとも「和」を重んじる
ではないか。2008 年の北京オリンピックの開会式のイベントにも中国政府が「和」へのアピールを行なっ
た。現実はどうなっているかは別問題である。「和」への追求は日本の社会の特徴ではない。日本は本当
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に「和」の社会であるかという問いに対して、多分、答えはまちまちであろう。しかし、日本は他の国の
社会と同じく「和」を重んじる社会であることは間違いない。日本の社会を描写する場合、むしろ、日本
は「和」の社会ではなく、「輪」の社会であると言った方がその文化的な本質を明らかにすることができ
る。日本社会の「わ」は平和の「和」ではなく輪ゴムの「輪」である。日本という国は一つ大きな輪とな
っており、そのなかにはまた多くの小さな輪が形成されている。それぞれの輪の中と外の世界は、倫理観
は異なり、規則概念は異なり、寛容の度合いも異なる。輪の中においては甘えの構造であり、輪の外に対
しては敵愾の情緒である。輪の中の構成員は輪の中で協調性をよく示せば、輪の中の世界は暖かい世界と
なる。輪の外は別世界であるが、しかし、誰でも一旦、輪の中に受け入れられ、輪の中に居れば、ある程
度、安全であって、暖かさを感じることは間違いない。残念なことは、このような「輪」の社会は、「輪」
の外から観察するとき、輪の中の状態は場合によって、是と非の区別もつかず、混沌となることもある。
日本の社会形態を名付け又は定義すれば、日本の社会は「和の社会」ではなく、「輪の社会」である。こ
の「輪」のなかに、利益の調整・配分などはどのように行われているか。一言で総括すれば、「談合」で
ある。利益の追求を含み、あらゆる問題の解決は、殆ど談合によって処理するのであり、実質的に、日本
の社会は「談合の社会」である。
従って、われわれは、日本社会の本質を明す場合、日本社会は「和の社会」＝「輪の社会」＝「談合の社会」
の方程式で理解した方が良いかも知れない。
56　アメリカには医科大学院に入るために、学部には生物学、化学、物理学、数学の履修が必要とされている。
57　私立東海大学医学部は、例外に毎年 40 名以上の編入生を受け入れている。
58　このような教育制度を実行しているのは、Brown University はその一例である。この制度の名称は
Program in Liberal Medical Education であり、略称は PLME である。
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